
合 併 又 は 分 割 の 方 法 及 び 条 件 （注 ４）

合 併 又 は 分 割 の 理 由

合 併 又 は 分 割 の 時 期 年 月 日

注 １ 新設分割の場合は、新設分割を行おうとする者のみ記載すること。
２ ＦＡＸ番号及びメールアドレスについては、可能な範囲で記載すること。
３ 「地位の承継に係る工場又は事業所及び使用の場所」 地位の承継に係る工場又は事業
所及び使用の場所をすべて記載すること。
４ 「合併又は分割の方法及び条件」 吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割の区分及
び合併又は分割の条件を記載すること。なお、合併又は分割の条件については、合併後存
続する法人若しくは合併によつて設立される法人又は分割により使用施設等並びに核燃料
物質及び核燃料物質によつて汚染された物を一体として承継する法人において、核燃料物
質が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと及び核燃料物質の使用を適確に行うに
足りる技術的能力があることを確認できるよう、核燃料物質の使用の目的及び方法並びに
使用済燃料の処分の方法に変更がないこと並びに核燃料物質の使用に必要な技術的能力に
ついて記載すること。

備考１ 本様式は、日本工業規格Ａ４版とすること。
２ この申請書の提出部数は正本１通とすること。
３ この申請書には、核燃料物質の使用等に関する規則第２条の10の２第１項に規定する書
類を、それらの書類の一覧とともに添えること。
４ 様式中に記載しきれないときは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を用いても構わない。
５ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。

様式第１の２


（第７条関係） 様式第１


（第７条関係）
［略］ ［同上］
様式第１の３


（第７条第２項関係） 様式第１の２


（第７条第２項関係）
［略］ ［同上］
様式第１の４


（第10条関係） 様式第１の３


（第10条関係）
［略］ ［同上］
様式第１の５


（第10条関係） 様式第１の４


（第10条関係）
［略］ ［同上］

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

別 表 第 四 核 燃 料 物 質 の 使 用 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 改 正 に 関 す る 表 （ 第 一 条 関 係 ）

改 正 後 改 正 前

（ 記 録 ） （ 記 録 ）

第 二 条 の 十 一 法 第 五 十 六 条 の 二 の 規 定 に よ る 記 録 は 、 工 場 又 は 事 業 所 ご と に 、 次 表 の 上 欄 に 掲

げ る 事 項 に つ い て 、 そ れ ぞ れ 同 表 中 欄 に 掲 げ る と こ ろ に 従 つ て 記 録 し 、 そ れ ぞ れ 同 表 下 欄 に 掲

げ る 期 間 こ れ を 保 存 し て 置 か な け れ ば な ら な い 。

第 二 条 の 十 一 法 第 五 十 六 条 の 二 の 規 定 に よ る 記 録 は 、 工 場 又 は 事 業 所 ご と に 、 次 表 の 上 欄 に 掲

げ る 事 項 に つ い て 、 そ れ ぞ れ 同 表 中 欄 に 掲 げ る と こ ろ に 従 つ て 記 録 し 、 そ れ ぞ れ 同 表 下 欄 に 掲

げ る 期 間 こ れ を 保 存 し て 置 か な け れ ば な ら な い 。
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